2009.10.27 さいたま市 保健福祉局 福祉部 障害福祉課

▊▎居住サポート事業について　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
居住サポート事業はさいたま市内の障害者が地域で生活するために民間賃貸住宅に入居するための支援や入居を継続するための支援を行います。

相談支援事業の一環であることから、事業の実施については、さいたま市内で相談支援事業を担う事業者に委託することを想定するものです。
【 図1 】 居住サポート事業のイメージ図


▊▎事業概要 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
さいたま市障害者居住サポート事業では、事業を受託する居住サポート事業者は「地域生活支援事業実施要綱」に定められた事業内容に基づいて、下記の事業を実施します。
　　（１）入居支援
　　　　　地域での生活を希望する利用者に対して、民間の賃貸住宅等への入居に向けた支援を行います。具体的には、厚生労働省要綱に示された事項を基に、下記のような事業を展開するものです。

　　（２）入居継続支援

　　　　　上記入居支援以外に、利用者が民間賃貸住宅等で地域生活を継続していくため、利用者の生活上の様々な課題に応じ、必要な支援が図れるよう調整を行います。

　　　　　また、居住に関する課題・問題については夜間を含め緊急の対応が必要となる場合も予測されることから、本事業の実施にあたっては、２４時間の支援が行える体制を構築することを目指します。

事業の実施にあたっては、専任職員１名を配置するものとし、業務委託料については、職員人件費１名分として一括払いで措置する場合（１）と単価契約による実績払い（契約・相談支援・深夜対応）として措置する場合（２）の２通りを想定しています。
▊▎他の事業との連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
本事業の実施にあたっては、他の部局が実施する関連事業と連携する必要もあります。具体的には、本事業による支援の前段階として、本市住宅課が実施する「さいたま市入居支援制度」などを積極的に活用していくことなどが想定されます。
▊▎事業の具体案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
【 入 居 支 援 】

● 地域での生活を希望される障害者の相談支援について
　　　民間賃貸住宅等への入居を希望する障害者が、第一歩の相談先として来所することを想定し、障害者が民間賃貸住宅を賃貸する上での困難を解決するためのサポートを行います。
　　　具体的には、障害者が入居を希望する地域の不動産業者等への訪問に同行してアドバイスを行う、家賃の支払い等の金銭管理について適切な助言やサポートを行うなどが考えられます。また、将来的には、賃貸契約の締結にあたって、その契約事務の支援を行ったり、保証人のいない方の場合には家賃保証会社と連絡・調整を行うといったことが入居支援に位置付けられます。
【 入 居 継 続 支 援 】

● 24時間サポートについて

　　　居住サポートにおける24時間サポートは、本事業によって民間賃貸住宅等に入居した障害者が地域生活を続ける中で、主として夜間に、単身での地域生活に困難が生じて入居を継続することが困難となった場合におけるサポートです。

　　　具体的には、障害者生活支援センターの業務時間外に当事者や地域の支援者（住宅の家主、近隣住民など）から支援の求めがあった場合、その内容や事態の重要度を考慮して、電話での相談支援を行い、緊急性・重要性が高い場合には現場に駆けつけるなどの更なる支援を行い、入居の継続が困難であると判断した場合には、当事者を一時的に予め指定された入所施設等に入所させるなどの緊急対応を行うことを想定しています。

【 図2 】 24時間サポートのイメージ図



▊▎他の政令市の事業実施状況                                     
	政 令 市 名
	事　業　内　容
	24 時間

サポート
	実施

箇所数
	委　託　料

（ 1箇所あたり ）

	札　幌　市
	「地域生活支援事業実施要綱」に基づいて実施。
	×
	15
	1,200,000円

	静岡市
（Ｈ21実施予定）
	入居に対する支援
・不動産業者等に対する斡旋の依頼

・入居契約手続等に必要な支援

入居を継続するための支援

・利用者の生活上の課題に応じた相談・指導

・緊急に対応が必要な場合における関係機関との連絡・調整
	×
	3
	1,020,000円

	浜　松　市
	不動産業者に対する物件斡旋依頼と契約手続支援（利用者には医師診断書等の提出を求め、不動産業者の障害特性への理解につなげている）
	×
	13
	9,074,000円

	名 古 屋 市
	入居に対する支援

・不動産業者等に対する斡旋の依頼

・入居契約手続等に必要な支援

入居を継続するための支援

・利用者の生活上の課題に応じた相談・指導

・緊急に対応が必要な場合における関係機関との連絡・調整　　　　　　　　　　
	○
	26
	入居支援 50,000円
定期支援  3,000円

緊急支援  7,340円

深夜対応 11,040円

予算総額
　2,576,000円

	京　都　市
	従来から、相談支援事業の委託の中で実施している。
	？
	15
	1,324,000円

	大　阪　市
	入居契約支援は契約締結ごとの実績払い（Ｈ20 23件）、入居支援・24時間支援は固定金額で委託している。
	○
	37
	固定費  640,000円
実績払い50,000円

	堺　　　市
	・障害者の入居に協力する不動産業者（協力店）を確保し、連携体制を構築する。
・入居前の支援として、協力店に対する物件斡旋依頼、入居契約手続き等を行う。

・入居後の支援として、夜間及び緊急時を含め、電話や訪問による支援を行う。

・対象者の生活上の課題に応じ、関係機関との調整を行う。
	○
	1
	2,500,000円


	政 令 市 名
	事　業　内　容
	24 時間

サポート
	実　施

箇所数
	委　託　料

（ 1箇所あたり ）

	岡山市
	入居支援・24時間支援・電話相談・調整など全ての事業を実績払いとして、地域活動支援センターＩ型に併せて委託している。
	○
	6
	入居支援 10,000円
24時間　 2,000円

電話相談 　 800円

調整　　  2,000円

	北九州市
	家賃保証事業者２社と協定を締結し、事業を実施している。
24時間の支援については、時間外は転送電話で受付け、緊急かつ必要性の高い内容のものは直接支援に出向いている。
	○
	1
	15,000,000円

	福岡市
	精神障害者を主な対象者とし、退院促進事業も含めて実施している。
平成21年度からは、対象を身体・知的障害者にも広げる予定。
	×
	1
	2,689,000円


· 表にない政令市については、平成21年度現在事業未実施となっているもの。

▊▎24時間サポートに対する各政令市における課題　　                                     
 委託可能な業者が見つからない。

 職員配置が課題となっており、現在では実施できていない。
 財政面・人員面での体制確保が困難。
 24時間のサポートが自立支援の阻害となる場合がある。
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　障害者生活支援センターから、入居希望者の紹介を受け、当事者との間で賃貸借契約を締結する。
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　地域での生活を希望する心身障害者の方で、単独での賃貸契約などが行うことができない方。
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専任の相談員を配置して、賃貸契約の支援や居住先の選定に係る情報提供、入居継続のための支援等を行う。


また、緊急時の対応の対応ができるよう、24時間のサポート体制を構築する。
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